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国民健康保険税率などの改正につい国民健康保険税率などの改正についてて

　平成２７年に成立した「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正す

る法律」により、厳しい財政運営が強いられている市町村国民健康保険は、平成３０年度から都道府県

を財政運営の責任主体とし、都道府県単位化することにより、安定的な財政運営と効率的な事業展開

を行うこととなりました。

　これまでは、市町村が必要な医療費などを推測して国民健康保険税（以下、国保税）率などを定め、

賦課徴収を行ってきましたが、都道府県単位化に伴い、平成３０年度以降は県が算定し示す事業費納付

金を支払うために、市町村が国保税率などを定めて賦課徴収する仕組みに変わりました。

　今回の改正に伴い、医療分の賦課方式についても見直しを行い、資産割は景気の影響を受けない安

定した財源ですが、時代の流れとともに加入する被保険者の就業形態などが大きく変わり、資産割に

対する不公平感などにより、全国的にも資産割を賦課する市町村が減っていることや、県が行う事業

費納付金の算定にあたり、標準賦課方式を３方式としている現状などを踏まえ、資産割を賦課しない

３方式へ変更します。なお、後期高齢者支援金分と介護納付金分の賦課方式については、これまでど

おり所得割と均等割の２方式で変更はありません。

■ 制度改正の背景

　県が示す郡上市の事業費納付金の確定により、下記の表のとおり国保税率を改正します。

　資産割を賦課しない３方式への変更に伴い、所得割の税率が引き上げられるため、過度に負担増と

なる世帯が著しく増加しないよう、基金の取り崩しなどを行い、負担増の抑制に努めました。

■ 平成30年度国保税率

毅所得割：前年の所得に対して賦課される金額

毅資産割：郡上市の固定資産税額に対して賦課される金額

毅均等割：被保険者１人あたりに賦課される金額

毅平等割：世帯に賦課される金額

※介護納付金分は４０～６４歳の人に賦課されます。

《改正前》

《改正後》 革

平等割均等割資産割所得割区　　分

２５,３００円２８,０００円２９.７０%５.４４%医療給付費分
平成２９年度
国保税率
（年額）

－１１,６００円－２.０６%後期高齢者支援金分

－１４,４００円－１.７６%介護納付金分（※）

平等割均等割資産割所得割区　　分

２０,０００円２５,５００円－５.６０%医療給付費分

平成３０年度
国保税率
（年額）

－１４,０００円－２.２０%後期高齢者支援金分

－１６,７００円－１.８０%介護納付金分（※）

平成30年度
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※最高等級の標準報酬月額に該当する被保険者の割合が、１.０～１.５％（平成２８年度より０.５～１.５％）の間となるよう法

で定められています。

　国保税の課税限度額については、被用者保険におけるルール（※）とのバランスを考慮し、超過世

帯割合が１.５％に近づくよう課税限度額を国が計算し、段階的に引き上げています。

　平成３０年度においては、高齢化の進展などによる医療給付費などの増加が見込まれる中、保険料負

担の公平を図る観点から、下記のとおり改正します。

■ 課税限度額について

 限度額区　分

平成２９年度

課税限度額

５４万円医療給付費分

１９万円
後期高齢者

支援金分

１６万円介護納付金分

 限度額区　分

平成３０年度

課税限度額

５８万円医療給付費分

１９万円
後期高齢者

支援金分

１６万円介護納付金分

《改正前》 《改正後》

閣

　国保税には低所得世帯を対象に、その基準に応じて負担が軽減される制度があります。

　世帯主（世帯主が国保加入者でない場合も含む）及びその世帯の国保加入者の総所得金額の合計が

基準以下の世帯では、「均等割」「平等割」が一定の割合で軽減されます。５割、２割軽減について判

定基準額を拡大し、対象を広げます。

■ 低所得世帯の軽減基準の拡充について

　国保税は、毎年度１０期に分けて納入していただいていま

すが、納税の通知は、まず第１期と第２期を仮算定通知と

して６月に通知します。仮算定通知の金額については、平

成２９年度にお支払いいただいた国保税年税額を１０分の１に

した金額を２回納入いただきます。

　平成３０年度の税率が反映されるのは、８月に通知します

第３期以降の本算定通知となります。そのため、第１期、

第２期にお支払いただいた金額と、第３期以降の金額に差

が生じる場合がありますが、今回の税率改正の影響だけで

なく、各個人の所得状況・世帯状況などでも変わってきま

すので、通知が届きましたら必ず内容をご確認いただきま

すようお願いします。

■ 平成30年度課税額の通知について
納期限納　期

平成３０年７月２日第１期仮算定

通知 　〃　　７月３１日第２期

　〃　　８月３１日第３期

本算定

通知

　〃　　１０月１日第４期

　〃　　１０月３１日第５期

　〃　　１１月３０日第６期

　〃　　１２月２５日第７期

平成３１年１月３１日第８期

　〃　　２月２８日第９期

　〃　　４月１日第１０期

 所　得　の　条　件軽 減 率

世帯主を含めた国保加入者全員の所得の合計が

３３万円以下
７割軽減

世帯主を含めた国保加入者全員の所得の合計が

３３万円 ＋（２７.５万円×国保加入者数）以下
※下線部を昨年度より５千円拡充

５割軽減

世帯主を含めた国保加入者全員の所得の合計が

３３万円 ＋（５０万円×国保加入者数）以下
※下線部を昨年度より１万円拡充

２割軽減

ご不明な点がありましたら、健康福祉部保険年金課 （緯６７-１８２２）または、最寄りの振興事務所振興課ま

でお問い合わせください。


